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１．はじめに

　東部ドイツは，東西ドイツに再統合により，多くの自由を手に入れた一方で，地域経済の弱体化

と大量の人口流出などに起因する極めて困難な問題に直面した。再統合後１７年が経過した現在でも，

多くの問題が未解決のまま残されている。

　ベルリンに次いで東部ドイツ第二の人口を擁するライプツッヒにおいても，人口の大幅な減少と

ともに，東部ドイツが直面した様々な都市問題が噴出した。一部で改善の兆しは見られるものの，

現在でもそれらの問題への対応に追われている。これらの問題は，国家の再編という極めて特殊な

― 1 ―
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A Study of the Urban Regeneration of Leipzig

Nobuhisa TAIRA

　Leipzig, one of the largest cities in Eastern Germany, has suffered massive population outflow since 

the reunification of West and East Germanies.  The population decrease, little maintenance during 

the communist regime, and a national policy encouraging housing construction have increased the 

housing vacancy ratio and, thus, yielded urban decay.  Governments provide financial resources to de-

molish vacant houses in order to improve the housing market and urban decay.  Leipzig city has also 

been implementing regeneration projects district by district based on local issues through subsidies 

from the state and federal governments and the EU.  Housing issues and policies of Leipzig reveal 

that 1) the omission of necessary action worsens the issue, 2) misjudgment of the issue generates an 

inappropriate policy, worsening the situation, 3) plenty of vacant housing yields a vicious cycle with 

damage to the housing market and population decrease, 4) in order to solve a tough problem, removal 

of the fundamental cause, which may be a drastic policy like demolition of housing, is required, and 

5) policies have to be designed so as to match the contents and degree of local issues.
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要因が根本原因ではあるが，その解決のための都市政策の中には他に見ることができない興味深い

ものもあり，我が国に対しても示唆に富むものもある。

　そこで，ライプツッヒを対象にして，インターネットの関連サイトを含む文献調査と，行政関係

者と研究者へのインタビュー調査⑴により，東部ドイツの都市再生への取組みを整理し，分析する

こととした。まず，ライプツッヒの人口動態を明らかにし，続いて，典型的な都市問題である，住

宅問題と都市整備問題を取り上げ，問題の状況と解決に向けた政策を整理する。最後に，政策の特

徴を分析する。

　ライプツィヒは，東部ドイツのザクセン州西部に位置し，同州で最も人口の多い都市である。古

くから商工業を中心に栄え，１５世紀にはライプツィヒ大学が創設された。歴史的な建造物が中心部

のアルト・シュタット（古い街）を中心に残されている一方，国際見本市でも有名な都市である。

　第二次世界大戦により多大な被害を受けたが，グリュンダー時代（１９世紀末から第一次世界大戦

までの期間を指し泡沫会社乱立時代とも呼ばれている）の多くの建造物は破壊を免れた。ドイツ民

主共和国（東ドイツ）の成立後，計画的に都市の復旧が進められた。１９６５年には市の８００年祭を盛

大に催し，大産業都市としてばかりでなく，音楽の都，学術研究の中心的大学都市，書籍の町とし

て，東ドイツにおいてベルリンに次ぐ位置を占めた。⑵

２．ライプツッヒの人口の推移

２．１　人口の推移

　ライプツッヒは人口のピークを１９３３年に迎えた。ピーク人口は７１.３万人で，当時，ドイツで５番

目であった。その後減少し，第二次世界大戦の終了時点の１９４５年には５８.５万人になった。終戦直後

に６１.８万人にまで回復したが，１９６５年以降，減少傾向が続き，ベルリンの壁が崩壊した１９８９年には

５３.０万人になっていた。

　統合後，１９８９年から９８年にかけてさらに９.３万人減少した。減少の内訳は，おおよそ，出生率の低

下５０％，西部ドイツへの流出２５％，郊外への転出２５％である⑶。郊外に転出した理由としては，①庭

付き戸建て住宅の取得の希望の高まり，②市街地の騒音と近所からの逃避，③市内の住宅の質の低

さ（東独時代に建設された公団住宅は暖房や風呂のなどが不備あるいは質が低かった上，４０年間十

分な修繕がなされなかった）などが挙げられる。また，連邦政府が，住宅投資費用の５０％を課税所

得から控除できるような政策を採用したことにより，西部ドイツの市民が節税対策のため，東部ド

イツの住宅建設に投資した。

　ライプチッヒは１９９９年に近隣自治体と合併し，面積は１７９.８㎢から２９７.５㎢となった。この合併は，

隣接する自治体の住民がライプツッヒの公共施設やサービスを利用しているにもかかわらず，費用

を負担していないことの是正のために行われた。これにより，人口が６万人増加した。
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　この合併を契機に人口は微増傾向に回復し，郊外への純転出は２００２年にストップした。郊外から

市中心部への通勤は費用も時間もかかり，郊外地域は公共施設や商業施設が不足しているため生活

が不便という認識が高まったこと，市内の住宅の修繕が進み，住環境の質も高まったことから，一

旦郊外に転出した人が市内に戻る動きが生まれた。

図１　ライプツッヒの人口の推移

　地区別にみると，１９９３年から２００４年にかけて，人口が増加した地区が２３，減少した地区が２６であ

る。そのうち，１０％以上増加した地区が１２ある一方で，１０％以上減少した地区が１９あるというよう

に，地区間のばらつきが大きい。大半の大規模住宅団地では人口減少が継続しており，たとえば，

Grünauの人口は，統合前（１９８９年６月）には８４,７７３人であったが，２００５年には４８,０３１人まで減少し

ている。一方，旧市街地（Altbauquartiere）では１９９９年から人口が回復基調に転じている。

２．２　自然増減

　自然増減についてみると，東西ドイツ統合直後にが急激に低下した。経済，社会，政治システム

が劇的に変化し，将来の不確かさなどに対する不安のためと考えられる。その後，自然減の状態は

続いているが，出生数は１９９５年の２,３７７人から２００５年４,３１２人へと回復傾向にあり，自然減少数は

１９９５年の３,５８０人から２００５年１,２１８人へ低下傾向にある。しかし，２５-３６歳の女性で子供のいない比率

が，１９９７年の４０％から２００５年には４８％へと上昇傾向にある。３７-４０歳についても同様の傾向が見ら

れる⑷。このようなことから，自然増までの回復を望むことには無理がある。
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　社会増減は，表１に示すように，１９９９年からプラスに転じている。西部ドイツへの転出は１９９５年

から２００１年にかけて増加し，転入が横ばいで推移したため，その期間は同地域に対する社会減が増

加した。しかし，２００３，４年は転出と転入が拮抗している。東部ドイツからの転入が増加で推移する

一方で，転出が１９９７年より減少したため，同地域に対する社会増減は，２０００年からプラスに転じて

いる。周辺地域に対しては，転出が１９９４年から１９９７年まで増加し，その後減少し，２００１年以降は転

入と拮抗している。また，海外への転出が転入を上回る年が２年あったが，概ね，ネットで外国人

増が続き，これまで低かった外国人比率が少しずつ上昇している。

　年齢別に見ると，１９９４年から１９９７年にかけて，０-１８歳，３０歳以上の転出が増加したが，その後は

減少している。１８-３０歳については，転入も転出も一貫して増加傾向にあるが，転入の伸びの方が大

きく，社会増が拡大している。１９９９年以降の社会増は，この年代層の転入超過によるところが大き

い。⑸
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表１　地域別転出入数（１９９４-２００４）

２００４２００３２００２２００１２０００１９９９１９９８１９９７１９９６１９９５１９９４
２３,３０６２３,２７４２２,６４２２１,３６５２０,８４０２０,９５７１９,８０１２２,１４９２０,３０３１９,６１８１４,０２３転入計
１９,２５３１９,０１５１８,０９０１６,９５６１６,５２１１５,９０８１５,４４０１５,５５０１１,７４６１０,２４３８,９０１　ドイツ
５,４９２５,４０５４,９０３４,６６４４,６７６４,６０５４,８３５５,６５１４,５４４４,４９０４,３２１　　西部ドイツ
１３,７６１１３,６１０１３,１８７１２,２９２１１,８４５１１,３０３１０,６０５９,８９９７,２０２５,７５３４,５８０　　東部ドイツ
７,８１４８,０１５８,２２８７,５９１７,５１８７,０８９６,６７２６,１２８４,２２１３,３０９２,６９１　　　ザクセン州
４,５２７４,６７３４,８７０４,７２０４,４６１４,４３４４,１２５３,７３９２,６３６１,９３８１,５６９周辺地域
４,０５３４,２５９４,５５２４,８０５４,３１９５,０４９４,３６１６,５９９８,５５７９,３７５５,１２２　海外
２１,４６３１８,９８２１９,３１２１９,９１２１９,８２８２０,４２９２４,０５２２７,３８７２６,７９５２３,２９１１８,４０９転出計
１５,７９９１５,４２１１６,０２２１７,０９５１６,９３６１７,２１２１９,３１７２１,２７６２０,１９９１８,５１６１５,８３５　ドイツ
５,９３６５,６７８６,７３３７,１８８６,４７８５,７６５５,７４５５,２１３５,００４４,５３６４,９０８　　西部ドイツ
９,８６３９,７４３９,２８９９,９０７１０,４５８１１,４４７１３,５７２１６,０６３１５,１９５１３,９８０１０,９２７　　東部ドイツ
６,２１８６,０９７６,０９７６,６０５７,７７９８,６６０１０,３７４１２,６６０１１,８００１０,２２０７,９５２　　　ザクセン州
４,４９０４,５４８４,５４９５,０２６６,２３８６,９３４８,６２９１０,８４９１０,０６４８,４８２６,５１５周辺地域
５,６６４３,５６１３,２９０２,８１７２,８９２３,２１７４,７３５６,１１１６,５９６４,７７５２,５７４　海外
１,８４３４,２９２３,３３０１,４５３１,０１４５２８-４,２５１-５,２３８-６,４９２-３,６７３-４,３８６社会増減
３,４５４３,５９４２,０６８-１３９-４１５-１,３０４-３,８７７-５,７２６-８,４５３-８,２７３-６,９３４　ドイツ
-４４４-２７３-１,８３０-２,５２４-１,８０２-１,１６０-９１０４３８-４６０-４６-５８７　　西部ドイツ
３,８９８３,８６７３,８９８２,３８５１,３８７-１４４-２,９６７-６,１６４-７,９９３-８,２２７-６,３４７　　東部ドイツ
１,５９６１,９１８２,１３１９８６-２６１-１,５７１-３,７０２-６,５３２-７,５７９-６,９１１-５,２６１　　　ザクセン州
３７１２５３２１-３０６-１,７７７-２,５００-４,５０４-７,１１０-７,４２８-６,５４４-４,９４６周辺地域

-１,６１１６９８１,２６２１,５９２１,４２７１,８３２-３７４４８８１,９６１４,６００２,５４８　海外
注１：周辺地域はLeipziger Land, Muldental郡，LK Delitzschの合計
注２：２０００年の全体，２００１年の全体と海外，それぞれの転入計と転出計の差が社会増減に一致していな

い。
出典：Stadt Leipzig, “Bevoelkerungsvorasusschaetzung fuer die Stadt Leipzig 2005,” 2005, p.7



　一般的に，５０万人規模の都市の社会増の主たる要因として考えられるのは，就業機会を求めての

転入である。しかし，後述するように失業率は高い水準で推移している。ライプチッヒが，従前の

居住地よりも「相対的にまし」という消極的な理由に基づく人口移動の結果とも考えられる。した

がって，現在のライプチッヒの人口増は，健全な人口動態ではなく，東部ドイツ全体の衰退の過程

における一時的現象と判断される。すなわち，一時的には安心できても，長期的には不安のある状

態である。

２．４　将来人口の見通し

　２００６年時点のライプチッヒ市による将来人口予測では，５-１０年は安定して推移し，その後は微減

に転じるが，５０万人程度を維持する見込みとなっている。Bertelsmann財団の２００３年から２０２０年に

関する予測によると，ライプツッヒは，ベルリンやポツダムとともに，成長ポテンシャルを持つ成

長する東部ドイツの都市に分類されている。この間，ザクセン州の多くの管区で１２％以上と大幅に

人口が減少する中で，ライプツッヒは１.８%増となっている⑹。この予測結果は，ライプチッヒ市自

体にとっては問題がないように見えるが，都市圏の人口が減少し，ライプツッヒ市の経済力も弱ま

ることを示している。

　クラッセンの都市発展段階仮説にあてはめると，再都市化の絶対的集中である。同仮説によると，

この段階は都市化の初期段階につながるということになっているが，東部ドイツの状況から判断す

ると，そのような可能性は皆無である。地域全体が衰退に向う直前の段階と解釈される。

３．住宅問題とその対応

３．１　住宅問題

　ライプツッヒにおいて現在でも解決が急がれている最大の問題の一つが，住宅問題，すなわち，

住宅の供給過剰である。空家率⑺が１０％未満にならないと住宅市場が適正に機能しないと言われて

いるが，ライプツッヒは，統合直後を除き，この値を大幅に超えている状態が続いている。

　ライプツッヒは，２０世紀初頭（１９１８年以前）までに建てられた建物の比率が３５.９％と高く，東部

ドイツの他の都市と住宅問題の様相が異なる。

　グリュンダー時代の集合住宅が，東独時代に十分に維持管理がなされなかった。そのため，これ

らの住宅は老朽化が進行し，居住不能になったり，質が低下したりし，東独時代に空家がすでに発

生していた。さらには，倒壊の危険性という極端な住宅問題を発生させた。倒壊までには至らなく

ても，実際に壁面や屋根の建材の剥離・落下が起きている。

　また，東独時代に，プレハブ方式の集合住宅が，１９５６-６０年に６,５５０戸，１９６０-７４年に約５,０００戸，

１９７６-８０年に約３０,０００戸，１９８１-９０年に約３９,０００戸，合計約８０,０００戸建設された⑻。これらの住宅は質
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が必ずしも高くはなく，低家賃であること以外に魅力が乏しい。

　１９９０年において，ライプチッヒの住宅２５８,０００戸のうち，空家が２５,０００戸（９％）と不良住宅が

３５,５００戸（１３％）あった。その他の住宅１９６,０００戸（７６％）についても更新が必要であった。平均的

な欠陥のある住宅が８２,７００戸（３２％），石炭ストーブを使用している住宅が１５０,０００戸（５８％），風

呂・シャワーなし住宅が５０,０００戸（１９％）と，質や施設に関して問題を抱えていた⑼。このように，

統合直後において，住宅供給は，質的にも量的にも不十分であった。

　古い住宅の改善は，東西ドイツ統合の際に，コール首相（当時）が合併に消極的な西ドイツの市

民の賛成を得るために採用した，東部ドイツの土地を以前所有していた者に返還するという政策

（restitution）のため，土地所有者の決定を巡って複雑な法律問題が発生し，大きな混乱がもたらさ

れ，遅々として進まなかった⑽。

　統合に際して，東と西のマルクが１対１で交換され，東部ドイツの市民の中には，西の強いマル

クを手にして，購買力が高まった人たちがいた。これらの人たちの中には，自動車を購入する人の

ほかに，より良い住宅を求める人もいた。そのようなニーズに答え，都市近郊の自治体では素早く，

郊外住宅建設が可能になるように土地利用規制の緩和などを行った。そこで，住宅メーカーが大量

の住宅を建設した。これらの住宅取得に当たっては，連邦政府が住宅取得に関する減税政策を採用

し，持ち家を奨励した。このようなことから，都市圏レベルにおいて，中心都市から郊外部への顕

著な人の移動が発生した。しかし，新築住宅は税金が高いため，住宅メーカーが見込んだほどの需

要はなかった。一旦郊外に転出した人が市内に戻るという人口移動が，郊外においても空家問題を

発生させている。このようなことから，ライプツッヒは，空家が東部ドイツの中で最も多い都市に

なっている。

　人口が減少しても世帯数が増加している市もあることから，空家問題の原因は，人口減少ではな

く，東独時代の不十分な住宅の修繕や，市場を読み間違った大量供給である。住宅は，需要と供給

を調整することが最も困難な財であることが再確認された。大量供給を許した行政の対応，さらに

は，郊外の住宅開発を促進した連邦政府の政策の誤りも見逃すことができない。

３．２　住宅政策

⑴　大規模団地を対象にした政策

　ライプチッヒ市は，１９９０年１２月に，市の１００％子会社として，Leipziger Wohnungs- und Bauge-

sellschaft mbH (LWB)を設立し，かつての人民所有，すなわち信託で管理されていた共有の住宅資

産を引き継いだ⑾。

　グリュンダー時代の住宅とは反対に，公営住宅は暖房や風呂の設備の質が低く，温水供給の状態

が悪かった。公営住宅の質の改善が東西ドイツ統一直後から課題として取り上げられ，１９９３年ころ，

公営住宅団地への補助金投入に関する討議が始まった。連邦政府とザクセン州は，大規模新市街地
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の再開発プログラムを開始し，ライプチッヒではGrünauとLößnigがその対象になった⑿。

　２０００年に，ライプチッヒ市は，プレハブ住宅約８万戸のうち，６７,５００戸を調査した⒀。その結果は

表２に示すとおりである。

　Grünauは，東ドイツで３番目に大規模な公営住宅団地であるが⒁，ライプチッヒ市の住宅団地の

中で，人口減少率（１９９４－２０００年），転出率（２０００年），空家率（２０００年）が最も高い。

　Grünau,Mockau Ost,Schönefeldには，空家率が５０％の住棟がある。特に，GrünauのWK7（第７

街区）では，空室率が２０％以上の住棟が連続し，このような住棟が全体に占める割合は４２％と高い。

Straße des 18. Oktoberでは，住宅改良が１００％終了したにも拘わらず，空室率が比較的高く，ポイ

ントタワー型の集合住宅６棟のうち３棟が２０％以上となっている。⒂

　ライプツッヒ市では，これらの調査結果を踏まえ，１６箇所の大規模住宅団地を対象に，住宅の撤

去及び改修を行い住宅及び住環境の質の向上を図るため地区計画（２００２）を策定した。その際，ラ

イプチッヒ市は，「少ない居住者のためのより多くの空間」「少ない住宅による質の向上」という２

つのコンセプトを採用した⒃。
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表２　大規模住宅団地の状況
全住
棟数

空家率の高い住棟改良率空家率住宅
戸数

転出率人口増減人口面積状
況*

建設期間地　区
２０%超の率２０ー２９%３０%ー２０００２００４２０００２０００２０００９４・２０００２０００.１２ha

１７０.０%００８３%下げ止まり４%６%９０９１０.６%-０.５%-１５.０%１,４９８１３.６３１９７４-７５Dölitz

２３２１.７%４１３６%上昇傾向１５%１４%８９０１９.６%-４.９%-１９.９%１,７０１８.６２１９８６-８９Gohlis Nord

５２０.０%００８４%下げ止まり７%２%１,７８０８.３%-２.５%-１０.７%３,４５２２９.９３１９６３-７３Großzschocher

４３９４.１%１２６５４%低下傾向２２%１６%１７,４４０１６.４%-７.１%-２７.６%３４,５５４２１６.２１９７５-８８Grünau

３０３.３%１０８０%下げ止まり５%５%１,７６０-１８.４%３,２１０２４.８３Grünau WK1

３６１１.１%２２７４%低下傾向７%９%２,８６０-２３.９%４,８６０３７.０３Grünau WK2

１４７.１%０１６６%低下傾向６%１９%１,２９０-２４.３%２,１９１１４.６３Grünau WK3

１２８２３.４%２４６５３%下げ止まり２３%１３%７,９９０-２７.５%１２,８８６８６.７２Grünau WK4

４６３２.６%１０５１７%低下傾向１５%１７%３,２２０-２５.０%４,８７９３７.２２Grünau WK5.1

３４１４.７%４１０%低下傾向３６%１２%２,３７０-２９.４%３,８６１２３.４２Grünau WK5.2

１３１４２.０%２７２８３２%低下傾向２６%１９%７,６００-３１.８%１１,８８５９０.３１Grünau WK7

１５５２１.９%２４１０３１%下げ止まり２７%１４%９,２００-２８.０%１３,７６０８６.８１Grünau WK8

２５８.０%２０８１%低下傾向１７%６%３,０７０１２.０%-４.６%-１３.４%７,２７８３８.６２１９６４-７４Lößnig

１３０.０%００９５%下げ止まり１３%５%８６０６.０%-１.８%-５.６%１,９７２１０.０３１９６６-６７Marienbrunn

６３２５.４%１３３５７%低下傾向２１%１４%２.３４０１３.０%-４.８%-２１.６%３,９５８３２.９２１９７５-７８Mockau Ost

５００.０%００９４%上昇傾向７%５%１,８１０１０.９%-０.８%-１２.１%４,０２１２５.９３１９７５-７８Mockau West

６２１４.５%２７８４%上昇傾向２１%９%２,９００１５.７%-２.６%-１４.３%４,５８２３７.３２１９６４-７５Möckern

１９１１.０%２０９%下げ止まり９%６%６,２９０１３.５%-３.６%-１７.２%１２,４０５６２.５３１９８６-９０Paunsdorf

１１９１０.１%６６６８%低下傾向９%８%５,２３０１１.３%-２.０%-１７.３%９,２５６７１.１２１９６２-８３Schönefeld

４７０.０%００７１%下げ止まり１０%３%１,７２０１０.３%-１.１%-１４.１%３,２４０２４.９３１９６１-８７Sellerhausen

３７１０.８%４０１００%低下傾向５%１０%２,５６０１１.８%-１.６%-１５.１%６,６６２３７.９２１９６９-７５Straße des 18. Oktober

４５０.０%００７２%低下傾向６%７%１,６４０１２.３%-４.４%-２２.０%２,９８８１９.８３１９７６-７８Thekla

注：状況１＝問題が非常に大きい，２＝一部地区が非常に問題が大きい，３＝問題は少ない
出典：Stadt Leipzig (2002), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 34  Stadtentwicklungsplan Wohnungsbau und 

Stadterneuerung”,Leipzig (2005), “Monitoringbericht 2005,” p.40～41



　空室率と改良の需要から，取組みの必要性が判断された。具体的には，空家率がいくつかの住棟

で２０％以上か，特定の住棟で３０％以上の場合，大規模／短期の取組みの必要性があり，空家率が

２０％以下か部分的改良物件の場合，中規模／中期の取組みの必要性があり，空家率が１０％以下の場

合，小規模／長期の取組みの必要性があると判断した。次に，公開空地の供給状況，社会インフラ

の整備状況，公共近郊旅客輸送（バス及び市電）の利用可能性，建ぺい率，環境の質に基づいて住

宅改良の目的を分類した。具体的な分類は次のとおりである。

①　保 全 地 域：空家が少なく，完全に改良された住棟が大半を占める住区を含む。

②　改 良 地 域：完全に改良されていない住棟が大半を占める地域。空家率が平均以上。

都市計画的観点から減築（建物を撤去すること）の必要性はない。

③　構造転換地域：空家率が高いとともに改良済みの建造物が少なく，早急に取組が必要な

地域。

　そして，構造転換を図る地域として，優先度の最も高い撤去地域，優先度の最も高い部分的減築

地域，優先的改良地域，優先度の低い撤去地域，優先度の低い部分的減築地域に分類した。

⑵　旧市街地（ ）を対象にした政策

　ライプチッヒ市は，東西ドイツ再統合直後から，グリュンダー時代に建設された住宅の保全を都

市開発戦略の一つとしていた。１０３千戸の住宅を対象にして，１５年間で７０千戸の住宅が近代化され

た。さらに，１５千戸の住宅が部分的に改装された。⒄

　１９９３年に，この戦略を集中的に実施するザニールング（改良）地区⒅として，Plagwitz，Kleinz-

schocher，Lindenau，Innerer Süden，Stötteritz Alte Ortslage，Connewitz- Biedermannstraße，Gohlis 

Zentrum，Gohlis II Gohlis Nord，Reudnitz，Neustädter Mrkt，Newshönefeld，Eutritzsch，Prager 

Straßeの１３箇所（合計４６４ha）が指定された。

　ライプツッヒ市では，所有者自らが住宅を修復すること（Selbstnutzer）も奨励している。古い建

物に住むことを希望する２，３世帯を集め，共同で修復してもらうスキームがある。しかし，希望者

集めに苦労している。

　また，ライプツッヒ市は，老朽化が激しい街区については，街区全体の建物を取壊すという方針

を立てた。住宅を空家のままに放置しておくと，犯罪に利用されたり，屋根や壁の落下などで他人

に被害を及ぼすなどのリスクがあることを所有者に説明し，取壊しを奨励している。その費用は連

邦政府から支給され，住宅を取壊すと，固定資産税が減免される。しかし，建物の取壊しは，所有

者が最終的に決めることであり，旧市街地には所有者が多く，合意形成が難しい。一方，LWBや共

同組合の賃貸住宅の場合は，居住者に他の住居を提供し，転居してもらうことが容易である。立ち

退きに際して立退き料を払う場合もある。

　２０００年に，都市開発計画STEP W+S（住宅及び都市開発）が策定された。古い建造物，大規模公
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営住宅団地，戸建て住宅，それぞれの住宅市場の質の向上の推進を目的としている。市場強化のた

め，約３万戸の住宅を２０１０年までに減少させる必要がある。具体的には，１万戸の住宅を転換あるい

は保全し，約２万戸を取壊す計画になっている。⒆

　建物を撤去した土地の活用に関して，ライプチッヒ市は，建物・土地所有者と市の間の協定であ

るGestattungsvereinbarungという制度を導入した。まず，建物所有者が将来の利用に関して何も予

定がなく，建物の取壊しに同意し，市が取壊し資金を提供する。その後，１０-２０年間，土地を公園や

駐車場など公共的な利用に供する。住宅市場が上向いた場合，住宅を建てることができる。所有者

は地方税が免税され，道路清掃費の負担も免除される。土地の維持管理は，基本的に所有者が行う

が，近隣住民も参加できる。２００４年までに，１５５件の協定が締結され，約１４haの公園と駐車場が生ま

れた。⒇

⑶　住宅政策の成果

　１９９７年において，倒壊の危険性のある住宅が約１０千戸あった。その後，立ち退きが進められ，取

壊しなどで減少したものの，２００４年時点においても千戸以上残されている。ただし，これらの中に

は，歴史的建築物として保存対象となっているものもある。

　表３に示すように，住宅の撤去数が１９９８年の２３６戸から，２００２年には千戸を超える一方で，新築戸

数が５千戸台から１千戸前後まで減少したことにより，空家率は，２０００年の２０％から，２００４年には

１６％まで低下している。

　１９１８年以前に建設された住宅は，表４に示すように，２０００年から２００４年にかけて２,４４１戸の住宅が

除去され，並行して改良が進められた結果，空室率が３８％から２０％へと大幅にダウンした。これら

の住宅は歴史的重みがあって人気があり，居住戸数が約１９千戸も増加した。ただし，改良後も空家

状態が継続しているものも散見される。

　１９１９-４８年に建設された住宅と東独時代に建設された住宅（主に集合住宅）は，同じ期間に，それ
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表３　ライプチッヒの住宅戸数の推移

撤　去新　設総　数
２８０,１７４１９９０
２８５,７７８１９９５

２３６５,２０９３０７,９５１１９９８
２８８５,３２７３１２,０９６１９９９
２５３４,０７９３１５,７０１２０００
７９８２,５２５３１７,４３９２００１
１,６８７９８４３１６,７６３２００２
１,７３１１,２９８３１６,３４１２００３

出典：Stadt Leipzig (2004), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 42  Bericht zur Stadtentwicklung Leipzig 
2004,” pp.18,20



ぞれ，７２２戸と２,１７０戸除去したものの，それぞれ，約３,０００世帯と約８,０００世帯がネットで退去したた

め，空家率が上昇した。

　画一的なプレハブの集合住宅に，少しでも個性をもたせようと，様々なタイプのベランダの設置，

建物の玄関の改修，パステルカラーによる壁面の塗装，住棟の周りの植栽とあらゆる改良の努力が

なされている。一部住棟の取壊しによりプレハブの集合住宅の戸数は減少したものの，依然として

需要を上回っているようである。そのため，空家の理由として，「賃貸が困難」という回答が４８％

も占めている㉑。

　住宅関連企業に対するアンケート調査によると，住宅の需要が供給を下回っていると判断する率

が，２００３年の９１％から，徐々に低下し，２００６年には７７％になっており，住宅需給のバランスは改善

されつつあると判断されている。需給がバランスしている（する）という率は現在（２００６年）が

９％であるのに対して，２００９年に関する予測は２８％と大幅に増加する。また，空室率の３年後の見

通しについては，上昇の比率が低下傾向にある。ただし，空家率が低下すると展望する率は増加し

ていない。横ばいという判断が増加しているという矛盾した結果になっている。すなわち，悲観的

見方が弱まっているが，依然として，減築効果を積極的に評価するほど，強気な見方にまでは至っ

ていないと言える。

　ライプチッヒにおいて，住宅問題が特に集中しているのが，Grünau，Osten，Westenの３地区で

ある。これらの３地区には集中的に各種事業が実施され状況の改善が見られつつある。Westenは，

Karl-Heine運河沿いに遊歩道が整備されたとともに，運河沿いの建物が再建され，地区の魅力が高

まり，住宅需要の見通しがかなり改善している。しかし，Grünauは，住民の居住地に対する満足度

は他の地区と同程度であるものの，一般市民の３１％がGrünauを好ましくない住宅地と見なしてい

ることもあり，住宅関連団体によるアンケート調査では，３年後の住宅需要の見通しが３地区の中で

最も悪い。「やや悪くなる」と「かなり悪くなる」の合計の比率が低下傾向にあるものの，依然として

６０％を上回っている。現在，WestenとOstenに多くの行政資源が投入されているが，このことから

だけ判断すると，Grünauにより多くの行政資源を投入し，問題の緩和を図る必要性があると言える。
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表４　建設時期別住宅数と空家・空家率の推移

居住戸数空家率空　家空家率空　家住宅戸数
建設時期

２００４-２０００２００４２００４２０００２０００２００４-２０００２００４２０００
１８,５５９０２２,００００４３,０００-２,４４１１１０,７９１１１３,２３２１９１８年以前
-２,７２２０１１,００００９,０００-７２２５７,６９１５８,４１３１９１９-４８年
-８,１７００１５,００００９,０００-２,１７０９８,８８７１０１,０５７１９４９-９０年
５,４９００２,００００１,５００５,９９０４８,９８９４２,９９９１９９１年以降
１３,１５７１６%５０,０００２０%６２,５００６５７３１６,３５８３１５,７０１合　計

出典：Leipzig (2005), “Monitoringbericht 2005”



４．都市構造の改造

　都市開発計画STEP W+S（住宅建設及び都市更新）（２０００年）は，次のようなプロセスで策定さ

れた。まず，２４地域を対象として，立地，地区構造，公共空間，建築物の状況，建物用途，社会構

造を分析した。これらから，保全か改造かを判断し，優先度を評価した。保存戦略とは，都市に

とって象徴的で保存する価値のある地区を再度改良（Sanierung）するもので，改造戦略とは，将来

性が極めて低下した地区について，環境の質を改善するものである。㉒

　次に，街区ごとに，保全地区（Konsolidertes Gebiet），改善地区（Erhaltungsgebiet），優先的構造

転換地区（Umstrukturierungsgebiet mit Priorität），構造転換地区（Umstrukturierungsgebiet）に分

類した。２００４年に，状況適応地区（Bestandsanpassungsgebiet）が追加された㉓。

　地域別の地区分類は表５に示すとおりである。全体では，保全地区が５７.７％，改善地区が１６.０％，
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表５　地域別の地区分類
計構造転換優先的構造転換改　善保　全
ha%ha%ha%ha%ha
１０７.８３０.９%３３.３１０.４%１１.２２３.３%２５.１３５.４%３８.２Möckern-Wahren
１５７.９４.４%７１.９%３１０.６%１６.８８３.０%１３１.１Gohlis Nord
１２１.０７.５%９.１１２.０%１４.５１８.２%２２６２.３%７５.４Gohlis Süd
４１.２７.３%３７.５%３.１２１.８%９６３.３%２６.１Zentrum Nord
９７.３１３.５%１３.１１８.４%１７.９２.５%２.４６５.７%６３.９Eutritzsch
６３.３１７.７%１１.２０.０%０１６.３%１０.３６６.０%４１.８Mockau
５９.５２２.９%１３.６１７.１%１０.２２３.７%１４.１３６.３%２１.６Shönefeld
６４８.０１３.９%９０.３９.２%５９.９１５.４%９９.７６１.４%３９８.１北部計
７１.７８.５%６.１３０.１%２１.６２７.２%１９.５３４.２%２４.５Zentrum Ost
９２.５７.７%７.１４５.２%４１.８１２.２%１１.３３４.９%３２.３Ost 1
１３２.９３０.２%４０.２１６.６%２２２２.３%２９.６３０.９%４１.１Ost 2
８０.９６.３%５.１１１.１%９１１.４%９.２７１.２%５７.６Thonberg
１２０.９２.９%３.５１１.５%１３.９５.０%６８０.６%９７.５Stötteritz
３２.４１３.０%４.２２９.３%９.５３８.６%１２.５１９.１%６.２Sellerhausen-Stünz
５３１.３１２.５%６６.２２２.２%１１７.８１６.６%８８.１４８.８%２５９.２東部計
１２６.７１４.８%１８.７６.４%８.１１７.０%２１.６６１.８%７８.３Wald-/Bach-/Musikviertel
１４５.１１８.５%２６.８１４.２%２０.６１５.０%２１.８５２.３%７５.９Südvorstadt
１２４.２１４.３%１７.７１４.１%１７.５６.５%８.１６５.１%８０.９Connewitz
３９６.０１６.０%６３.２１１.７%４６.２１３.０%５１.５５９.４%２３５.１南部計
５３.９８.９%４.８９.１%４.９２１.２%１１.４６０.９%３２.８Großzschocher
６５.４１３.６%８.９１５.４%１０.１３０.４%１９.９４０.５%２６.５Kleinzschocher
４６.９１０.９%５.１４.３%２２３.２%１０.９６１.６%２８.９Schleußig
１０３.８４.１%４.３１５.８%１６.４２４.０%２４.９５６.１%５８.２Lindenau-Plagwitz
４８.７２３.２%１１.３３.５%１.７０.０%０７３.３%３５.７Neulindenau
８６.２９.３%８２８.８%２４.８２１.６%１８.６４０.４%３４.８Altlindenau
９４.７７.５%７.１６.８%６.４１２.４%１１.７７３.４%６９.５Leutzsch
５２.６３.０%１.６０.０%０５.５%２.９９１.４%４８.１Böhlitz
５５２.２９.３%５１.１１２.０%６６.３１８.２%１００.３６０.６％３３４.５西　部　計
２,１２７.５１２.７%２７０.８１３.６%２９０.２１６.０%３３９.６５７.７%１２２６.９合　計

出典：Stadt Leipzig (2000), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 30  Stadtentwicklungsplan Whonungsbau und 
Stadterneuerung,” p.81



優先的構造転換地区が１３.６％，構造転換地区１２.７％である。東部地域のZentrum Ost,Ost 1,Ost２，

Sellerhausen-Stünzでは，保全地区が４０％未満，特にSellerhausen-Stünzは１９.１％と極めて低い。そ

のため，Ost 1では優先的構造転換が４５.２％，Sellerhausen-Stünzでは改善が３８.６％とかなりの高率と

なっており，都市整備の問題が多いことを示している。これらは，社会都市プロジェクトの対象地

域であるOsten地区に含まれている。URBAN IIプロジェクト地域に含まれるAltlindenauにおいて

も，優先的構造転換が２８.８％と比較的高くなっている。

　支援プログラム別の対象分野は，表６に示すとおりである。以前は，都市空間の質の向上，すな

わち，都市整備に焦点が当てられていたが，最近では，社会都市やURBAN IIのように経済・雇用

や社会生活を包含する総合的な支援プログラムもある。社会都市はOsten地区，URBAN IIはWes-

ten地区が，それぞれが対象になっている。東部都市開発（Stadtbau Ost）は２００２年から始まった比

較的新しい支援プログラムであるが，交通建設住宅省のプログラムのため，都市整備に特化してい

る。

　ライプチッヒ市では，税収総額が伸び悩み，それに対する地方債残高が１９９８年の３.４４倍から２００２

年の４.１３倍へと上昇しており，厳しい財政状況が続いている。そのため，都市整備や住宅改良の費

用として，ザクセン州，連邦政府，EUの助成制度などから，毎年２６～３７百万ユーロの財源を得て
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表６　支援手法の概要

東部都市改造EFRE/URBAN Ⅱ社会都市都市建設支援行為分野
経済及び雇用

●　中小企業支援
●●　資格取得・雇用支援
●　中心部開発
●　休閑地開発

都市空間の質の向上
●●●　建築物の取り壊し
●●●　既存住宅の維持及び改良
●　新しい住居形式

●●　中庭の新様式
●●●　緑地及び余暇空間の新様式

●●　街路の新様式
社会生活

●●　社会文化施設
●●　イメージの変換
●●　統合と共同生活
●●　質の管理

出典：Stadt Leipzig (2005), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 43  Stadterneuerung und Stadtumbau in Leip-
zig gestern-heute-morgen,” p.51



いる。

　１９９４年から２００４年にかけての，都市整備関連の補助金の推移は表７に示すとおりである。２００２年

まではザニールングと改善が大半を占めていたが，２００３年から，ザニールングの額が減少し，社会

都市／URBAN IIと東部都市開発という新しいプログラムの比率が高まっている。

５．お わ り に

　東西ドイツの統合後，東部ドイツの都市は，激変の時代を迎え，依然としてその真っ只中にいる。

社会主義体制から資本主義体制への移行は予想以上に手間取っている。異なる体制の間で拡大した

技術力，資本力の格差の溝を埋めることは容易ではない。雇用機会の大規模な創出は，西部ドイツ

の企業など域外の企業に依存せざるを得ない状況にあり，当然限界もある。EUの新規加盟国との

企業誘致競争が激化していることも，問題解決をより困難にさせている。しかしながら，失業率が

高い水準で推移すれば，財政状況の悪化だけではなく，様々な軋轢から社会問題が発生，深刻化す

ることが懸念される。ライプチッヒの事例は，都市の再生，都市の存続を図るためには，産業の育

成，地域経済の強化が必要であることを改めて認識させる。

　都市問題は，当然のことではあるが，認識されて初めて問題となる。それを行政が課題として捉

えることにより，政策が立案され，実施される。

　東独時代において，住宅の質の低さや，維持管理不足による老朽化という問題が市民の間で認識

され，それが不満として鬱積したことが，ライプツッヒ市民を反政府運動に駆り立て，ベルリンの

壁の崩壊につながったという話がある。当時，行政は問題を放置し，行政課題として採り上げな
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表７　都市整備関連の補助金の推移（EU及び連邦政府分）
単位：百万ユーロ

計東部都市改造社会都市/
URBAN Ⅱ

大規模新市街
地の再開発改　善ザニールング

３７.００.９１３.７２２.３１９９４
３３.１３.３１０.３１９.５１９９６
２６.２３.８７.８１４.５１９９７
２７.１３.５５.８１７.８１９９８
３１.６３.５７.２２０.９１９９９
３３.１３.５１４.５１５.１２０００
３７.３１.５３.０２０.０１２.８２００１
３４.３１１.４３.１７.２１２.６２００２
３６.７６.５７.２２.７１１.４９.０２００３
２８.０６.８７.２１.０８.８４.２２００４

注：大規模新市街地の再開発はGrünauとLößnigのみ対象
出典：Leipzig, “Monitoringbericht” ２００４，２００５年版



かった。これは，行政の不作為という過失に相当する。

　再統合後，質の低い住宅が多いという問題を，住宅不足と判断したことが，空家問題を深刻化さ

せた。一定の水準を満たすような住宅の供給が最優先され，質の低い住宅や老朽住宅という負の遺

産への対応の検討が後回しにされたことが，今日まで問題を長引かせている。量的に十分な状況に，

さらに量を増やすことがどのような問題をもたらすかの考慮が欠けていたと言わざるを得ない。需

給の調整が極めて困難な住宅だけに，一時的な政策の失敗が問題を大きくするとともに長期化させ，

解決を困難にさせた。政策の実施により好ましくない副作用が生じることがよくある。事前にこの

ようなことを十分に予測し，対策を講じる必要がある。副作用を抑える対策がない場合は，政策そ

のものを断念する必要もある。ライプツッヒの空家問題の深刻化は，政策立案の際の慎重な検討の

必要性を再確認させるものである。

　大量の空家の存在は，住宅産業へのダメージだけではなく，住宅崩壊という危険，犯罪の増加，

地域の衰退，人口流出といった問題へとつながり，それらが悪循環する。このような状況において

は，根本原因の除去が重要である。それが住宅の除去，すなわち減築である。一般的には，住宅の

建設や除去は所有者の意思と負担で行うべきものであり，行政は誘導のため補助金を交付したり，

減税したりする程度である。しかし，ドイツでは，減築に対して政府がほぼ全額負担するという大

胆な政策を実施し，問題の抑制と早期解決を目指している。これは，特殊な状況に対応するための，

特殊な政策と言える。言い換えると，問題の状況などに応じて，発想の転換の必要性を示唆してい

ると言える。ただし，公的資金を個人や企業の資産の改変に導入するため，十分な説明を一般市民

に行い，理解を得ることが必要である。

　都市問題は地区によって内容や深刻さなどが異なる。したがって，対応方針も方法も個別に設定

される必要がある。ライプチッヒでは，大規模住宅団地と旧市街地に分け，現況調査に基づいて，

地区ごと，あるいは街区ごとに対応方法を設定している。また，対応の優先度のメリハリをつけ，

問題が山積しているGrünau，Osten，Westenには行政資源を集中投下している。このような効率的

な対応は評価に値する。これらは，教科書的とは言え，実際に適用するに際しては政治的な介入な

ど防ぐなどの努力を要するからである。

　ライプツッヒの都市再生への取組みは，まだ，道半ばである。日々の努力が着実に実を結ぶこと

を期待したい。

注記
⑴　２００６年３月と８･９月に，ライプツッヒ市，ザクセン州，交通・建設・住宅省，ライプツッヒ大学，
Leibniz-Institute of Ecological and Regional Developmentに対して行った。
⑵　国土交通政策（２００２）『EUにおける都市政策の方向とイタリア・ドイツにおける都市政策の展開』
pp.３-４８
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⑶　東独時代は，計画経済のもと，都市開発も政府が行っており，郊外のスプロール現象は発生しなかっ
た。また，東部ドイツの人口減少は，統一直後の急激なものから緩やかになったとはいえ，１９９５年から
２００４年をみると，毎年，０.３１～０.６６％で減少し続けている。ライプツッヒのあるザクセン州でも同期間
に，０.３９～０.７６％で減少が続いている。
⑷　Stadt Leipzig (2006), “Statsistischer Quartalsbericht 2/2006,” p.8
⑸　Stadt Leipzig (2005c), “Bevoelkerungsvorasusschaetzung für die Stadt Leipzig 2005,” p.10
⑹　Bertelsmann Stiftung (2006), “Wegweiser Demongraphischer Wandel 2020,” p.56
⑺　ドイツには，世帯数と空家に関する正式な統計は存在しない。空家数について，ザクセン州の機関が
出している値は市の値よりも大きい。州は，常に，建物の取壊しを促進する立場をとり，市は住宅市場
の深刻さの印象を弱めたいためと考えられる。ライプツッヒでは，時には，その差が１万戸にもなるこ
ともあり，最近，市が数値を修正した。（インタビュー調査，Wiechmann氏（Leibniz-Institute of Ecologi-
cal and Regional Development），２００６/９/７。）　

⑻　Stadt Leipzig (2002), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 34  Stadtentwicklungsplan Wohnungsbau und 
Stadterneuerung,” p.12

⑼　Stadt Leipzig (2005a), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 43  Stadterneuerung und Stadtumbau in Leipzig 
gestern-heute-morgen,” p.7

⑽　Stadt Leipzig (2004), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 42  Bericht zur Stadtentwicklung Leipzig 2004,” 
p.30

⑾　Stadt Leipzig (2002), p.12
⑿　Stadt Leipzig (2002), p.14
⒀　Stadt Leipzig (2002), p.12
⒁　Stadt Leipzig (2005a), p.19
⒂　Stadt Leipzig (2002)
⒃　Stadt Leipzig (2002), p.19
⒄　Stadt Leipzig (2004), p19
⒅　ザニールング事業は再開発事業と訳されることが多いが，わが国の事業とは異なり，その目的は，都
市の老朽化したインフラ整備や建物のリニューアルやリノベーションがその目的である
⒆　Stadt Leipzig (2004), p.30
⒇　Stadt Leipzig (2005a), p.42
㉑　Stadt Leipzig (2004), p.21
㉒　Stadt Leipzig (2000b), “Beiträge Zur Stadtentwicklung 30  Stadtentwicklungsplan Whonungsbau und 
Stadterneuerung,” p.71

㉓　Stadt Leipzig (2000b), p.72
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